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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 第94期第２四半期連結累計期間及び第95期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 第94期第２四半期連結会計期間及び第94期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額について

は、１株当たり四半期(当期)純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 営業収益には、消費税等は含んでおりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第94期

第２四半期連結
累計期間

第95期
第２四半期連結

累計期間

第94期
第２四半期連結

会計期間

第95期 
第２四半期連結 

会計期間
第94期

会計期間

自  平成21年
     ４月１日
至  平成21年 
     ９月30日

自  平成22年
     ４月１日
至  平成22年 
     ９月30日

自  平成21年
     ７月１日
至  平成21年 
     ９月30日

自  平成22年 
     ７月１日 
至  平成22年 
     ９月30日

自  平成21年
     ４月１日
至  平成22年 
     ３月31日

営業収益 (千円) 17,297,937 17,457,454 8,553,821 8,775,593 34,799,917 

経常利益 (千円) 109,231 140,962 36,463 93,840 284,317 

四半期純利益又は四半
期(当期)純損失（△） 

(千円) 13,905 87,194 △3,585 105,681 △59,574

純資産額 (千円) ― ― 10,699,446 10,235,171 10,373,858 

総資産額 (千円) ― ― 30,460,178 29,327,206 29,981,543 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 762.36 732.36 740.06 

１株当たり四半期純利
益金額又は１株当たり
四半期(当期)純損失金
額（△） 

(円) 1.02 6.37 △0.26 7.72 △4.35

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 34.3 34.2 33.8 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 759,611 515,685 ― ― 1,247,041 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △705,635 △130,277 ― ― △775,062

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △411,519 △360,576 ― ― △877,707

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) ― ― 1,784,240 1,702,871 1,707,981 

従業員数 (名) ― ― 3,134 3,314 3,196 

― 2 ―



  
  

当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

  

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

  

(1) 連結会社の状況 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は当第２四半期連結会計期間の平均人員を( )内に外数で記載して

おります。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は当第２四半期会計期間の平均人員を( )内に外数で記載しており

ます。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 3,314(856) 

 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 651(558) 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 輸送能力 

  

貨物自動車運送事業 

 
  
  

(2) 保管能力 

  

 
  

当第２四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

１ 【輸送・保管能力の状況】

区分

当第２四半期連結会計期間
(平成22年９月30日現在)

保有台数(台) 前年同四半期比(％) 積載トン数(ｔ) 前年同四半期比(％)

普通車 389 96.0 2,534.8 97.5 

小型車 64 97.0 101.0 97.3 

特殊車 206 114.4 3,179.0 112.6 

軽貨物 21 105.0 7.3 105.0 

合計 680 101.3 5,822.2 105.2 

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間 

(平成22年９月30日現在)

所有倉庫 借用倉庫 合計

棟数(棟) 面積(㎡) 棟数(棟) 面積(㎡) 棟数(棟) 面積(㎡)
前年同四半期比

(％)

アセット事業 29 108,683.6 69 389,644.5 98 498,328.2 102.3 

合計 29 108,683.6 69 389,644.5 98 498,328.2 102.3 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、欧米景気の先行き不安から急激な円高・株価の下

落が進む中で、政府の景気刺激策により一部企業の収益改善傾向がみられたものの、依然として雇用・所

得環境は回復せず、全般的には厳しい状況で推移いたしました。 

当社グループが属する物流業界につきましても、個人消費の低迷による国内貨物の減少、得意先からの

受託料金の低下、不安定な燃料価格動向など、業界を取り巻く環境は極めて厳しいものでありました。 

このような状況の中で当社グループは、「日本一信頼される企業グループ」を目指し、収益力の強化、

ステークホルダーに対する信頼向上、ＣＳＲ（企業の社会的責任）機能の強化を経営目標としてグループ

一丸となって取り組みました。 

営業収益につきましては、インテリア関連の取扱数量の継続的な減少および引越関連事業等が縮小いた

しましたが、猛暑による飲料水関連の取扱数量の増加、エコカー補助金等の景気対策によるエレクトロニ

クス関連の取扱数量および通関取扱件数等が回復に転じたため、増収となりました。 

利益面につきましても、営業原価および販売費及び一般管理費の削減、支払利息の減少等による営業外

収支の改善、貸倒引当金戻入益13百万円を特別利益に計上したことに加え、法人税等の負担額の減少によ

り、増益となりました。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間の営業収益は87億75百万円（前年同期比2.6％増）、営業利益

は１億９百万円（同74.7％増）、経常利益は93百万円（同157.4％増）、四半期純利益は１億５百万円

（前年同期は四半期純損失３百万円）となりました。 

  
セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 貨物自動車運送事業 

当社において、一部得意先との契約終了、引越に係る運送事業等の低迷および燃料単価が前年同期間

と比較して高騰いたしましたが、ＥＤＩＳＯＮ（電子部品共同配送）関連の取扱数量の回復に加え、エ

レクトロニクス関連の既存得意先において新規に発送代行業務を受注いたしました。その結果、営業収

益は43億99百万円、営業利益は２億80百万円となりました。 

当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の50.1％を占めております。 

  
②センター事業 

当社において、工場内請負事業において合理化要請に伴い作業単価の改定による値下げを実施いたし

ましたが、エレクトロニクス関連をはじめとした既存得意先における受注範囲の拡大ならびに取扱数量

が回復いたしました。その結果、営業収益は14億61百万円、営業利益は１億37百万円となりました。 

当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の16.7％を占めております。 

  
③ アセット事業 

当社において、保管数量の減少等に伴う単位当たりの保管収入の低下により、厳しい状況で推移いた

しました。その結果、営業収益は14億97百万円、営業利益は１億81百万円となりました。 

当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の17.1％を占めております。 

  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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④ その他事業 

ロジテムインターナショナル株式会社、ロジテムタイランド（LOGITEM(THAILAND)CO.,LTD.）および

ロジテム香港（LOGITEM HONG KONG CO.,LTD.）において、通関取扱件数が回復いたしました。加えて、

ロジテムベトナム№1（LOGITEM VIETNAM CORP.NO.1）の旅客自動車運送事業も堅調に推移いたしまし

た。その結果、営業収益は14億17百万円、営業利益は１億78百万円となりました。 

当事業の営業収益は、当社グループの営業収益全体の16.2％を占めております。 

  

(2) 財政状態の分析 

(資産) 

流動資産は、受取手形及び営業未収入金が２億66百万円減少したこと等により、前連結会計年度末に

比べて１億49百万円減少し、77億18百万円となりました。固定資産は、有形固定資産が３億20百万円減

少したこと等により、前連結会計年度末に比べて５億５百万円減少し、216億８百万円となりました。

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて６億54百万円減少し、293億27百万円となりました。 

(負債) 

流動負債は、営業未払金が２億18百万円減少したこと等により、前連結会計年度末に比べて２億63百

万円減少し、125億46百万円となりました。固定負債は、長期借入金が３億11百万円減少したこと等に

より、前連結会計年度末に比べて２億52百万円減少し、65億45百万円となりました。この結果、負債合

計は前連結会計年度末に比べて５億15百万円減少し、190億92百万円となりました。 

(純資産) 

純資産合計は、為替換算調整勘定が１億17百万円減少したこと等により、前連結会計年度末に比べて

１億38百万円減少し、102億35百万円となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は17億２百

万円となり、第１四半期連結会計期間末と比較して、１億12百万円の資金の減少（前年同期比２億48百

万円減）となりました。当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要

因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、貸倒引当金の減少額が３

億13百万円あったものの、減価償却費が２億56百万円および賞与引当金の増加額が２億23百万円あった

こと等により、99百万円の資金の増加（前年同期比０百万円減）となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得によ

る支出が47百万円あったこと等により、22百万円の資金の減少（前年同期比２億52百万円減）となりま

した。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の発行による収入が

３億91百万円あったものの、短期借入金の純減少額が２億50百万円あったこと等により、１億66百万円

の資金の減少（前年同期比２百万円増）となりました。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は以下のとおりであり

ます。 

  

 
(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

セグメント 
の名称

設備の内容

投資予定額(百万円)
資金調達
方法

着手 
年月

完了予定 
年月

増設設備
面積

総額 既支払額

当社
鶴ヶ島営業所 
(埼玉県 
 鶴ヶ島市) 

貨物自動車運
送事業 
センター事業 

冷凍・冷蔵
庫増設 306 ― 自己資金

平成22年 
９月

平成23年 
１月

6,213 ㎡
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注)  大阪証券取引所(JASDAQ市場)は、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス市場およびNEO市場とともに、新た

に開設された同取引所JASDAQに統合されており、同日以降の上場金融商品取引所は大阪証券取引所JASDAQ(スタ

ンダード)であります。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  

    該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  

    該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

  

    該当事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 39,000,000 

計 39,000,000 

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,833,109 13,833,109 
大阪証券取引所
(JASDAQ市場)

単元株式数は1,000株でありま
す。 

計 13,833,109 13,833,109 ― ―
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

平成22年９月30日現在 

 
(注) 上記のほか、自己株式が145千株(1.05％)あります。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成22年９月30日 ― 13,833,109 ― 3,145,955 ― 3,189,989 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日清製粉株式会社 東京都千代田区神田錦町１－25 2,812 20.33 

中西 英一郎 東京都目黒区 2,400 17.35 

有限会社ジェイエフ企画 東京都目黒区洗足２－８－24 1,639 11.85 

株式会社日清製粉グループ本社 東京都千代田区神田錦町１-25 692 5.00 

日本ロジテム従業員持株会 東京都港区新橋５－11－３ 新橋住友ビル 373 2.70 

黒岩 恒雄 茨城県古河市 256 1.85 

ビービーエイチフオーフイデリ
テイーロープライスストツクフ
アンド 
(常任代理人 株式会社三菱東京
UFJ銀行) 

40 WATER STREET,BOSTON MA 02109 U.S.A. 
(東京都千代田区丸の内２－７－１) 175 1.27 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 140 1.01 

株式会社商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲２－10－17 110 0.80 

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 100 0.72 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 100 0.72 

計 － 8,798 63.60 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

   

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権の数２個)含まれており

ます。 

  

  

② 【自己株式等】 

  

平成22年９月30日現在 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所(JASDAQ市場)におけるものであります。 

なお、大阪証券取引所(JASDAQ市場)は、同取引所ヘラクレス市場およびNEO市場とともに、新たに開設された同

取引所JASDAQに統合されており、平成22年10月12日付で大阪証券取引所JASDAQ(スタンダード)に上場となって

おります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

  平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式   145,000 ― 単元株式数 1,000株 

完全議決権株式(その他) 普通株式 13,672,000 13,672 同上

単元未満株式 普通株式     16,109 ― ―

発行済株式総数 13,833,109 ― ―

総株主の議決権 ― 13,672 ―

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

日本ロジテム株式会社 
東京都品川区荏原
１－19－17 145,000 ― 145,000 1.05 

計 ― 145,000 ― 145,000 1.05 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年 
 ４月

 
 ５月

 
 ６月

 
 ７月

 
 ８月

 
 ９月

最高(円) 238 236 228 258 255 248 

最低(円) 220 204 212 229 236 230 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30

日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,055,275 2,060,962

受取手形及び営業未収入金 4,276,815 4,543,593

その他 1,410,437 1,286,849

貸倒引当金 △23,844 △23,718

流動資産合計 7,718,684 7,867,687

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,467,997 5,720,993

土地 6,809,773 6,809,773

その他（純額） 1,344,054 1,411,128

有形固定資産合計 ※  13,621,825 ※  13,941,895

無形固定資産 873,083 926,033

投資その他の資産   

敷金及び保証金 5,737,398 5,805,032

その他 1,603,346 1,979,029

貸倒引当金 △227,131 △538,134

投資その他の資産合計 7,113,612 7,245,927

固定資産合計 21,608,522 22,113,856

資産合計 29,327,206 29,981,543

負債の部   

流動負債   

営業未払金 1,883,408 2,102,252

短期借入金 8,594,175 8,650,057

賞与引当金 319,806 321,572

その他 1,749,270 1,736,288

流動負債合計 12,546,660 12,810,170

固定負債   

社債 1,380,000 1,330,000

長期借入金 2,443,121 2,754,422

退職給付引当金 447,148 436,641

役員退職慰労引当金 330,558 356,899

その他 1,944,544 1,919,550

固定負債合計 6,545,374 6,797,514

負債合計 19,092,035 19,607,684
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,145,955 3,145,955

資本剰余金 3,190,060 3,190,060

利益剰余金 4,446,274 4,413,829

自己株式 △36,285 △36,285

株主資本合計 10,746,004 10,713,559

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △23,945 △3,554

為替換算調整勘定 △698,029 △580,629

評価・換算差額等合計 △721,974 △584,183

少数株主持分 211,141 244,482

純資産合計 10,235,171 10,373,858

負債純資産合計 29,327,206 29,981,543
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業収益 17,297,937 17,457,454

営業原価 15,728,405 15,886,220

営業総利益 1,569,531 1,571,234

販売費及び一般管理費   

人件費 ※  888,812 ※  904,474

その他 499,573 469,680

販売費及び一般管理費合計 1,388,385 1,374,155

営業利益 181,145 197,079

営業外収益   

受取利息 3,978 6,510

受取配当金 5,246 6,067

受取手数料 9,835 10,319

持分法による投資利益 13,152 10,379

その他 31,786 31,732

営業外収益合計 63,999 65,010

営業外費用   

支払利息 118,715 104,004

その他 17,198 17,122

営業外費用合計 135,913 121,126

経常利益 109,231 140,962

特別利益   

固定資産売却益 2,612 2,907

貸倒引当金戻入額 4,006 13,422

その他 220 －

特別利益合計 6,839 16,330

特別損失   

固定資産除売却損 1,717 7,085

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 29,620

その他 1,480 879

特別損失合計 3,198 37,585

税金等調整前四半期純利益 112,872 119,707

法人税、住民税及び事業税 81,811 72,120

法人税等調整額 △11,210 △49,903

法人税等合計 70,600 22,217

少数株主損益調整前四半期純利益 － 97,489

少数株主利益 28,366 10,295

四半期純利益 13,905 87,194
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【第２四半期連結会計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業収益 8,553,821 8,775,593

営業原価 7,811,064 7,998,006

営業総利益 742,757 777,586

販売費及び一般管理費   

人件費 ※  439,593 ※  444,743

その他 240,375 223,127

販売費及び一般管理費合計 679,969 667,871

営業利益 62,787 109,715

営業外収益   

受取利息 1,714 3,221

受取配当金 1,943 2,774

受取手数料 4,853 5,104

為替差益 10,314 －

持分法による投資利益 10,080 6,091

その他 17,638 25,687

営業外収益合計 46,545 42,878

営業外費用   

支払利息 59,184 51,717

その他 13,684 7,035

営業外費用合計 72,869 58,753

経常利益 36,463 93,840

特別利益   

固定資産売却益 258 1,430

貸倒引当金戻入額 2,642 13,091

特別利益合計 2,900 14,522

特別損失   

固定資産除売却損 1,039 6,570

その他 1,480 879

特別損失合計 2,520 7,449

税金等調整前四半期純利益 36,843 100,913

法人税、住民税及び事業税 35,648 31,938

法人税等調整額 △8,214 △46,298

法人税等合計 27,433 △14,360

少数株主損益調整前四半期純利益 － 115,273

少数株主利益 12,994 9,592

四半期純利益又は四半期純損失（△） △3,585 105,681
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 112,872 119,707

減価償却費 533,229 506,404

貸倒引当金の増減額（△は減少） △399 △310,339

賞与引当金の増減額（△は減少） 11,577 △64

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△は
減少）

36,597 △13,424

受取利息及び受取配当金 △9,225 △12,578

支払利息 118,715 104,004

持分法による投資損益（△は益） △13,152 △10,379

有形固定資産除売却損益（△は益） △894 △2,217

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 29,620

売上債権の増減額（△は増加） 542,967 231,411

未払消費税等の増減額（△は減少） 88,939 △28,332

仕入債務の増減額（△は減少） △323,425 △202,036

その他 △211,047 286,579

小計 886,753 698,354

利息及び配当金の受取額 8,493 19,249

利息の支払額 △109,513 △97,622

法人税等の支払額 △26,121 △104,295

営業活動によるキャッシュ・フロー 759,611 515,685

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △269,634 △155,017

無形固定資産の取得による支出 △113,578 △29,732

敷金及び保証金の差入による支出 △46,813 △32,037

敷金及び保証金の回収による収入 － 58,789

預り保証金の返還による支出 △211,162 △10,906

その他 △64,447 38,627

投資活動によるキャッシュ・フロー △705,635 △130,277

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 85,410 －

長期借入れによる収入 700,000 700,000

長期借入金の返済による支出 △1,387,042 △1,058,740

社債の発行による収入 489,218 391,565

社債の償還による支出 △200,000 △270,000

リース債務の返済による支出 △23,555 △43,628

配当金の支払額 △54,754 △54,933

少数株主への配当金の支払額 △20,795 △24,839

財務活動によるキャッシュ・フロー △411,519 △360,576

現金及び現金同等物に係る換算差額 37,063 △29,942

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △320,479 △5,110

現金及び現金同等物の期首残高 2,104,720 1,707,981

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,784,240 ※  1,702,871
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【継続企業の前提に関する事項】 

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

 
  

【表示方法の変更】 

  

 
  

 
  

 
当第２四半期連結累計期間 
(自  平成22年４月１日  
  至  平成22年９月30日)

会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３

月31日)を適用しております。 

 これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は

それぞれ2,473千円、税金等調整前四半期純利益は32,094千円減少し

ております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変

動額は40,819千円であります。 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係) 

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前第２四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「敷

金及び保証金の回収による収入」は重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することと

しております。なお、前第２四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含ま

れる「敷金及び保証金の回収による収入」は、3,438千円であります。 

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係) 

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第２四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 
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【簡便な会計処理】 

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

第２四半期連結累計期間 

 
  

第２四半期連結会計期間 

 
  

 
当第２四半期連結累計期間 
(自  平成22年４月１日  
 至  平成22年９月30日)

１.  一般債権の貸倒見積高の算定方法  貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がない

と認められる場合に、前連結会計年度末に算定した貸倒実績率等の合

理的な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。 

２.  棚卸資産の評価方法  当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸

を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法

により算出する方法によっております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかな

ものについてのみ正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方法に

よっております。 

３. 繰延税金資産及び繰延税金負債の

算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断については、前連結会計年度末以

降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと

認められますので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測

やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、14,506,308千円

であります。 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、14,242,036千円

であります。 

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※ 人件費の中には、以下の費目が含まれております。 

賞与引当金繰入額 67,362千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,559千円

退職給付費用 51,335千円

※ 人件費の中には、以下の費目が含まれております。 

賞与引当金繰入額 53,570千円

役員退職慰労引当金繰入額 18,015千円

退職給付費用 49,548千円

(自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間

※ 人件費の中には、以下の費目が含まれております。 

賞与引当金繰入額 49,217千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,168千円

退職給付費用 25,942千円

※ 人件費の中には、以下の費目が含まれております。 

賞与引当金繰入額 36,794千円

役員退職慰労引当金繰入額 13,106千円

退職給付費用 24,963千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  

至  平成22年９月30日) 

１.  発行済株式の種類及び総数 

 
  

２.  自己株式の種類及び株式数 

 
  

３.  新株予約権の四半期連結会計期間末残高 

   該当事項はありません。  

  

４.  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

 
  

５.  株主資本の著しい変動に関する事項 

 該当事項はありません。  

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                        (平成21年９月30日現在） 

現金及び預金 2,137,672千円

預入期間が３か月超の定期預金 △353,431千円

現金及び現金同等物 1,784,240千円

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

             （平成22年９月30日現在） 

現金及び預金 2,055,275千円

預入期間が３か月超の定期預金 △352,404千円

現金及び現金同等物 1,702,871千円

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 13,833,109 

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 145,845 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月14日 
取締役会

普通株式 54,749 4.0 平成22年３月31日 平成22年６月14日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月12日 
取締役会

普通株式 54,749 4.0 平成22年９月30日 平成22年12月10日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

 
  

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日) 

 
(注) １ 事業区分の方法は、業務の種類、性質等の類似性を勘案しております。 

２ 区分の主な内容 

① 貨物自動車運送事業………一般貨物自動車運送事業、貨物利用運送事業 

② センター事業………………作業請負、荷役、流通代行業 

③ アセット事業………………保管、不動産事業(宅地建物取引業) 

④ その他事業…………………一般港湾運送事業、旅客運送事業、施工事業 

３ 事業区分の変更  

  事業区分の方法について、従来は、「貨物自動車運送事業」、「配送センター事業」及び「その他事業」の

３区分としておりましたが、第１四半期連結会計期間より基幹システムの会計システム等が整備されたこと

に伴い、当社グループの事業実態をより明確に表示することが可能になったため、事業形態の性質、収益性

をより的確に反映した事業区分への見直しを行いました。その結果、従来「貨物自動車運送事業」、「配送

センター事業」及び「その他事業」と表示していた区分を「貨物自動車運送事業」、「センター事業」、

「アセット事業」及び「その他事業」の４区分に変更いたしました。 

  

 
貨物自動車 
運送事業 
(千円)

センター
事業 
(千円)

アセット
事業 

（千円）

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結
(千円)

営業収益    

(1) 外部顧客に対する 
   営業収益 4,321,245 1,372,045 1,535,138 1,325,392 8,553,821 ― 8,553,821 

(2) セグメント間の内部  
   収益又は振替高 2,955 690 6,886 1,362 11,895 (11,895) ―

計 4,324,201 1,372,735 1,542,024 1,326,754 8,565,716 (11,895) 8,553,821 

営業利益 270,486 40,175 220,570 211,797 743,030 (680,242) 62,787 

 
貨物自動車 
運送事業 
(千円)

センター
事業 
(千円)

アセット
事業 

（千円）

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結
(千円)

営業収益    

(1) 外部顧客に対する 
   営業収益 8,755,172 2,766,216 3,039,995 2,736,552 17,297,937 ― 17,297,937 

(2) セグメント間の内部  
   収益又は振替高 6,125 1,892 13,773 3,519 25,311 (25,311) ―

計 8,761,298 2,768,109 3,053,768 2,740,071 17,323,248 (25,311) 17,297,937 

営業利益 582,329 200,423 421,356 365,961 1,570,071 (1,388,926) 181,145 
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【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

 
  

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日) 

 
(注) １ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 日本以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア……………ベトナム、中国、台湾、タイ 

  

【海外営業収益】 

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

 
  

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日) 

 
(注) １ 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) アジア……………ベトナム、中国、台湾、タイ 

３ 海外営業収益は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における営業収益であります。 

  

 
日本 
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

営業収益   

 (1) 外部顧客に対する 
   営業収益 7,550,606 1,003,214 8,553,821 ― 8,553,821 

 (2) セグメント間の内部 
   収益又は振替高 150,296 32,713 183,009 (183,009) ―

計 7,700,903 1,035,927 8,736,831 (183,009) 8,553,821 

営業利益 687,725 185,090 872,816 (810,028) 62,787 

 
日本 
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社 
(千円)

連結
(千円)

営業収益   

 (1) 外部顧客に対する 
   営業収益 15,311,717 1,986,219 17,297,937 ― 17,297,937 

 (2) セグメント間の内部 
   収益又は振替高 290,273 60,623 350,897 (350,897) ―

計 15,601,991 2,046,842 17,648,834 (350,897) 17,297,937 

営業利益 1,446,133 380,338 1,826,471 (1,645,326) 181,145 

 アジア 計

Ⅰ 海外営業収益(千円) 1,020,961 1,020,961 

Ⅱ 連結営業収益(千円) 8,553,821 8,553,821 

Ⅲ 連結営業収益に占める 
  海外営業収益の割合(％) 11.9 11.9 

 アジア 計

Ⅰ 海外営業収益(千円) 2,043,766 2,043,766 

Ⅱ 連結営業収益(千円) 17,297,937 17,297,937 

Ⅲ 連結営業収益に占める 
  海外営業収益の割合(％) 11.8 11.8 
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【セグメント情報】 

  

１.  報告セグメントの概要 

  

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。  

 当社および当社の連結子会社は、「貨物自動車運送事業」、「センター事業」、「アセット事業」の

３つを報告セグメントとしており、それぞれ独立した経営単位として専門性を活かしながら包括的な戦

略を立案し、事業活動を展開しております。  

 「貨物自動車運送事業」は、得意先より委託を受け、トラック等を使用して貨物を運送する事業であ

ります。「センター事業」は、得意先より委託を受けた貨物の倉庫における入出庫等の荷役を行うほ

か、自社および得意先の倉庫、配送センター内における流通加工および事務代行を行う事業でありま

す。「アセット事業」は、得意先より委託を受けた貨物の倉庫における保管のほか、不動産賃貸借およ

びその仲介を行う事業であります。  

  

２.  報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

 
(注) １ 「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、報告セグメントに関連する事

業（引越移転事業、施工関連事業、輸出入貨物取扱事業、通関事業、港湾関連事業、労働者派遣事業、損害

保険代理業、物品販売業、総合リース業、旅客自動車運送事業等）であります。 

２ セグメント利益の調整額△1,374,372千円には、セグメント間取引消去△217千円、各セグメントに配分して

いない全社費用△1,374,155千円が含まれております。全社費用は、主に各セグメントに帰属しない総務、

人事、経理等管理部門に係る費用であります。 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

     (単位：千円）

  報告セグメント 

その他事業
(注) 1 

合計 
調整額
（注）2 

四半期連
結損益計
算上額
（注）3 

  
貨物自動車 
運送事業

センター 
事業

アセット 
事業

計 

営業収益         

 外部顧客への営業収益 8,760,199 2,874,124 2,977,138 14,611,463 2,845,990 17,457,454 ― 17,457,454

 
セグメント間の 
内部収益又は振替高 

― ― 13,659 13,659 1,200 14,859 △14,859 ― 

 計 8,760,199 2,874,124 2,990,797 14,625,122 2,847,190 17,472,313 △14,859 17,457,454

セグメント利益 574,142 257,258 360,888 1,192,290 379,161 1,571,451 △1,374,372 197,079
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当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

 
(注) １ 「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、報告セグメントに関連する事

業（引越移転事業、施工関連事業、輸出入貨物取扱事業、通関事業、港湾関連事業、労働者派遣事業、損害

保険代理業、物品販売業、総合リース業、旅客自動車運送事業等）であります。 

２ セグメント利益の調整額△668,482千円には、セグメント間取引消去△611千円、各セグメントに配分してい

ない全社費用△667,871千円が含まれております。全社費用は、主に各セグメントに帰属しない総務、人

事、経理等管理部門に係る費用であります。 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

３.  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

(１株当たり情報) 

１.  １株当たり純資産額 

  

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

     (単位：千円）

  報告セグメント 

その他事業
(注) 1 

合計 
調整額
（注）2 

四半期連
結損益計
算上額
（注）3 

  
貨物自動車 
運送事業

センター 
事業

アセット 
事業

計 

営業収益         

 外部顧客への営業収益 4,399,140 1,461,679 1,497,068 7,357,889 1,417,703 8,775,593 ― 8,775,593

 
セグメント間の 
内部収益又は振替高 

― ― 6,829 6,829 600 7,429 △ 7,429 ― 

 計 4,399,140 1,461,679 1,503,898 7,364,718 1,418,303 8,783,022 △ 7,429 8,775,593

セグメント利益 280,435 137,001 181,863 599,300 178,898 778,198 △668,482 109,715

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

  

 732.36円
 

740.06円

項目
当第２四半期
連結会計期間末 

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 10,235,171 10,373,858 

普通株式に係る純資産額(千円) 10,024,030 10,129,376 

差額の主な内訳(千円) 

  少数株主持分 211,141 244,482 

普通株式の発行済株式数(千株) 13,833 13,833 

普通株式の自己株式数(千株) 145 145 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(千株) 13,687 13,687 
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２.  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額 

  

第２四半期連結累計期間 

 
(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

  

第２四半期連結会計期間 

 
  

(注)  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

 

１株当たり四半期純利益金額 1.02円
 

１株当たり四半期純利益金額 6.37円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

項目 (自  平成21年４月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 13,905 87,194 

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 13,905 87,194 

普通株式の期中平均株式数(千株) 13,687 13,687 

(自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間

 

１株当たり四半期純損失金額（△） △0.26円
 

１株当たり四半期純利益金額 7.72円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在
株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

項目 (自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日 
至  平成22年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失（△）(千円) 

△3,585 105,681 

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）(千円) 

△3,585 105,681 

普通株式の期中平均株式数(千株) 13,687 13,687 
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第95期(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)中間配当については、平成22年11月12日開催の取

締役会において、平成22年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うこと

を決議いたしました。 

①  配当金の総額                                   54,749千円 

②  １株当たりの金額                               ４円00銭 

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成22年12月10日 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成21年11月13日

日本ロジテム株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

本ロジテム株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成

21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ロジテム株式会社及び連結子会社の平

成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    塚  原  雅  人    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    會  田    将   之  印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  

  

  
平成22年11月12日

日本ロジテム株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

本ロジテム株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成

22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ロジテム株式会社及び連結子会社の平

成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    星  野  正  司    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    會  田  将  之  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    根  本  知  香  印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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